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本日の話題提供

• 道路安全監査（診断）の取り組み

• 大規模震災時における建物倒壊を考慮した避難
所へのアクセス性分析

• 防犯の視点からみた道路交通環境の関係
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生活道路とは

• 生活に使う道路？
– すべての道路が生活道路

• 道路幅員（5.5m未満）

• 地区に住む人が地区内の移動あるいは地区から
幹線道路（主に国道や県道などで通過交通を担う
道路）に出るまでに利用する道路

（生活道路のゾーン対策マニュアル）
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道路安全監査（診断）の取り組み
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H26 千葉県安全性向上プロジェクト委員会 資料より

道路安全監査
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H26 千葉県安全性向上プロジェクト委員会 資料より
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① 効果的な対策箇所の選定
– ヒヤリハットの声に対して、第三者の専門家が専門的な知
見から必要性を評価する

② 事故を事前に防ぐ対策検討
– 事故データの他に潜在的危険性についても検討し、事故発
生前に対策を実施する

③ 対策内容の客観性・妥当性の確保
– 第三者の専門家が監査を実施することで、従来の事故対策
に加えて、データの裏付けが取りにくい「潜在的な危険性」
に対しても、対策の客観性・妥当性を確保する

千葉国道事務所への導入目的

監査の内容
ステップ 項目 監査の内容

監査１ 対象箇所の選定 監査対象とする場所の抽出

監査２ 現地踏査 対策箇所の問題点を抽出

監査３ 要因分析 問題に対する要因を分析

監査４ 対策立案 問題を解決するための対策の方
向性を立案

監査５ 設計内容 対策立案に準じた設計内容に
なっているかを監査

監査６ 竣工状況 現地調査を実施し、竣工状況を
監査

監査７ 整備効果 対策の狙いに対する効果が発現
しているかを監査
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H26 千葉県安全性向上プロジェクト委員会 資料に加筆 H26 千葉県安全性向上プロジェクト委員会 資料より
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生活道路への道路安全監査の導入

自治体職員の

技術的知見の不足

住民との合意形成に

時間がかかる

第三者の専門家の助言により自治
体職員の交通安全に関する技術を
補い、的確な交通安全対策の推進

が期待される

第三者の専門家の助言により透明
性・合理性が確保され、関係者間
の円滑な合意形成が期待される
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H27 千葉国道事務所道路安全監査資料より
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H27 千葉国道事務所道路安全監査資料より
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H27 千葉国道事務所道路安全監査資料より
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生活道路の安全監査（診断）

• 交通事故発生個所や急制動個所は、薄く広くひ
ろがる

• 幹線道路とは異なり、エリア全体を包括的にみ
ていく必要がある

• ゾーン30のような規制だけでなく、物理的に速

度を落とさせたり、通過交通は排除させる仕組
みが重要

• 地域住民の理解促進に役立つ可能性

• 監査委員を務める交通技術者の育成が必要
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大規模震災時における建物倒壊を考慮した
避難所へのアクセス性分析
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大規模災害時における
救援物資輸送の課題

地震名 発生年・規模 救援物資に関する問題点

阪神淡路大震災
1995年
M7.3
最大震度７

・ガレキによる道路閉塞
・被災地内への救援物資搬送車両の流
入困難

新潟県中越地震
2004年
M6.8
最大震度７

・企業や個人からの様々な救援物資が
無秩序に搬送された

新潟県中越沖地震
2007年
M6.8
最大震度６強

・個人からの救援物資は制限
・救援物資の搬出搬入作業の問題

東日本大震災
2011年
M9.0
最大震度７

・一次集積所から避難所への端末搬送
の問題
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地域防災計画の中で緊急輸送道路等の災害対策道路が整備

※緊急輸送道路：阪神淡路⼤震災の教訓を踏まえ、救援物資の円滑な輸送を⾏うために防
災拠点や役場、駅・空港・港湾等を結ぶ道路に対して設定されるものである。

しかし、全ての集積所や避難所が
緊急輸送道路等に⾯しているわけではない。

集積所
または

避難所

アクセス道路

アクセス道路が必要
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宮城県におけるアクセス性分析
アクセス道路の距離に着目した分析

•約70%以上が緊急輸送道路に⾯する
•ほぼ全ての集積所が緊急輸送道路から800m以内に存在
•緊急輸送道路に⾯するものは10%程度

•アクセス道路距離の中央値は536m
•１km以上距離が離れているものも約20%存在

各種集積所

仙台市避難所

緊急輸送道路から各種集積所までの距離 緊急輸送道路から仙台市指定避難所までの距離

17 東京都（荒川区）におけるアクセス性分析
アクセス道路の距離に着目した分析

•各種集積所の半数以上が緊急輸送道路に⾯する
•ほぼ全ての施設が１km以内に存在

•緊急輸送道路に⾯するものが約10%
•アクセス道路距離の中央値は148m、最⻑で505m

各種集積所

荒川区避難所

緊急輸送道路から各種集積所までの距離 緊急輸送道路から荒川区避難所までの距離
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• 使用ソフト：ArcGIS10.2.2(Esri社)
• 建物データ(位置、高さ)：ArcGIS詳細地図2010(Esri社)
• 道路網データ：ArcGIS 道路網2015 (Esri社)
• 緊急輸送道路データ：国⼟数値情報(H25作成)
• 避難所データ：荒川区地域防災計画(H26修正)

�GISを用いた空間的な分析

緊急輸送道路

道路網

避難所 建物(位置,高さ)

緊急輸送道路から避難所までのアクセス道路を対象に分析
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�建物倒壊・⽡礫流出のシミュレーション⽅法

荒川区耐震改修促進計画における耐震化建物は除外

【消防庁：市街地状況調査報告書】

【東京都：地震に関する地域危険度測定調査】

1haあたり町丁目別建物倒壊量
×

町丁目⾯積

※荒川区の場合・・・2階以下の建物の約80％が木造建物

2階以下の建物に乱数を割り当て倒壊棟数分
抽出を20回実施

建物高さ ÷ 2

町丁目別倒壊棟数を算出

建物倒壊の分布を
20パターン作成

⽡礫流出幅の決定
※阪神・淡路⼤震災時の道路幅員別道路閉塞率を再現するため

20



�避難所へのアクセス性の分析⽅法

平常時 大規模地震時

⽡礫バッファを作成

避難所から緊急輸送道路交差点までの
最短移動距離を算出

残存⾞道幅員3.0m
未満を通⾏不可

• 交通規制なし
• 未供用の道路は通⾏不可

建物

⽡礫バッファ

【イメージ】

残存⾞道幅員

21

�平常時と⼤規模地震時の最短移動距離の分析

• 平常時に⽐べて⼤規模地震時の⽅が最短移動距離が増加
• 10ヶ所の避難所は到達不可能
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�ケース１：最短移動距離を対策整備
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�ケース2：最⼩の対策距離を対策整備



大規模震災時におけるアクセス性
の確保

• 緊急輸送路における耐震性強化

• いわゆるラストワンマイルの対策においてすべ
ての道路を耐震化することは困難

• アクセス道路の整備方針と補助制度の検討
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防犯環境設計の視点からみた
ひったくりの発生地点と
道路交通環境の関係
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出典：警察庁

ひったくりの発生状況
27 対象地域

警視庁と千葉県警の平成23年のデータ

東京都江戸川区

ひったくり件数：１３８件

千葉県船橋市

ひったくり件数：１７４件
平成23年に千葉県内で最も多かった

例年ひったくりの件数が多い
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〈道路の幅員〉 接近の制御

（
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サンプル数 平均（m） 標準偏差（m）
ひったくり地点 138（件） 72.4 44.8
全体 26368（本） 62.4 147.2

ひったくり地点 174（件） 102.8 69.1
全体 16063（件） 75.4 110.3

江戸川区

船橋市

〈道路延長〉 領域性の確保
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〈歩道の設置形態〉 接近の制御 31

被害者と加害者の交通手段について

加害者→被害者 被害件数（件） 割合（％）

バイク→自転車 76 43.7%
バイク→歩行者 75 43.1%
自転車→自転車 5 2.9%
自転車→歩行者 4 2.3%
歩行者→歩行者 14 8.0%

総数 174 100%

※船橋市のデータのみを用いた

〈交通手段〉 接近の制御

対象物の強化
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加害者がバイクを用いた際の歩道設置形態

接近の制御

対象物の強化
〈交通手段〉 33

環境防犯設計からみた道路施設

• 接近の制御
– 幅員が狭くなるにつれ発生割合が高い

– 約７割が歩道整備されていない

• 領域性の確保
– ひったくり地点の道路延長は地域全体の平均より長い

• 対象物の強化
– 被害者は自転車と歩行者にわけれられる

– 歩道が整備されていても自転車被害が発生している

– マウントアップ形式の分離では不十分である
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生活道路の交通対策

交通事故対策

防災対策 防犯対策

生活道路の交通対策
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まとめに代えて

• ひとつの評価軸だけでなく多角的な視点が重要

• プロジェクト毎の評価は必要であるが、社会全体

としてプラスになっているかの検討も必要では？

• 専門家の育成も必要
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